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品の品質向上ならびに BTO 製品の在庫ロスコスト低減を実現する．本論文は全 5 章から
構成される． 
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BTO 製品へ移行したり，BTO 製品に付加価値を持たせるために ETO 製品メニューを追加
したりする事例もある．今後，個別仕様対応製品の一層の普及が見込まれる状況において，
企業では，これら異なる形態の製品を効率的に開発・提供してゆくことが重要となる[10]． 































































図 1.1 個別仕様対応製品の開発・提供における課題 











の 品 質 を 向 上 さ せ る 考 え 方 が ， 品 質 管 理 分 野 に お け る TQM(Total Quality 





































































































































































図 1.2 研究方針 
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1.4 本論文の構成 






















第 5 章では，結論として本研究で得られた成果を要約し，今後の課題を述べる． 
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として，業務ルールの十分性がある．これを評価するために，ISO9001 に基づく業務監査
や，自動車や半導体製造装置といった完成品メーカによる部品サプライヤの業務監査が行

























































図 2.2 製品開発業務を管理するドキュメント体系 














































構想設計 製品の仕様書を作成する 製品仕様書 設計
製品仕様書作成
規準















購入品認定 新規購入部品の品質を確認する 認定確認書 品証 購入品認定基準
試験仕様作成 試験仕様書を作成する 試験仕様書 設計
試験仕様書作成
基準
試験 試験仕様書を基に試験実施する 試験報告書 品証 試験実施基準
   (a)業務規準の例(標準業務フロー)  (b)開発ドキュメントの例(チェックリスト)
図 2.3 製品開発業務にかかわるドキュメントの例 
































図 2.4 製品開発業務における品質阻害要因 
 





























(a)不良の作り込み業務         (b)不良の作り込み原因 
図 2.5 品質阻害要因の分析結果 
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要があるが，こうした評価は行われていない．また，業務規準の不備については，評価す
る対象が抽象的であるため，ことばによる定性的な評価が行われることが多く，定量的な



























する．業務の範囲は，図 2.5(a)において約 9 割の不良が作り込まれている設計業務とする．
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評価項目を設定するための指針として，業務のモデルを参照する．本章では，国際的な規
格として広く普及している ISO9001 を採用する．ISO9001 の要求事項が評価項目の指針
となる．ただし，評価項目の要件として，網羅性に加え，項目間で重複していないことが






開発」の 3 つのフェーズに分けて評価に用いる． 
計画立案フェーズは，製品開発の目標設定，資源確保，リスク評価等，最上流で実施す
べき項目で構成され，13 の評価項目からなる．具体例として「達成目標の設定」の評価の



















図 2.6 提案方式の概要 












定する必要がある．例えば，業務規準の有無といった最も簡単な 2 段階から，レベル 0 か





業務規準の評価は 1 組織で 1 通りのデータしか取得できないため，各評価においてデータ
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ローの例では，d)で何らかの問題があった場合のみでなく，定期的に細かな改善を
積み上げることがルールとして定義されている場合が該当する． 
ただし，レベル 0 とレベル 4 は限られた組織にしか当てはまらないため，後で説明する数
値評価においては，表 2.2 の右側に示す 3 段階の評価尺度を採用する． 
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る．このため，実用においては，サンプルの蓄積度合いと改善すべき業務の詳細度を考慮
して，教示単位を適度な粒度に設定する必要がある．例えば，本章では，教示単位を表 2.1
の評価項目からフェーズに広げることにより，後に図 2.8 で説明するレベル 1 と 3 に分類
されるサンプル数を確保している．表 2.2 の評価基準では，標準的なレベル 2 に分類され
































3132121111 ˆˆˆ xaxaxaP ++=
3332321313 ˆˆˆ xaxaxaP ++=



































図 2.7 数値評価方式 
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べきかを判別する．このため，図 2.8 に示すように各フェーズについてレベル別の評価項
目数を集計する．図 2.8 の横軸は業務規準レベル(1～3)であり，縦軸は各レベルに該当す
る評価項目数である． 1ia はフェーズ i，レベル 1 の項目数でありレベル別項目数と呼ぶ．
このとき，フェーズ iの評価点 iPを 1ia ， 2ia ， 3ia と重み値 1x ， 2x ， 3x の加重和として定
義する．ここで，数値化の目的は，フェーズ iが改善すべきフェーズか否かを判別するこ
とであるため，判別効率が最大となるように 1x ， 2x ， 3x を決定すれば良い．さらに，表
2.2 よりレベル 2 は ISO9001 の標準レベルであるため優劣の情報を持たず，レベル 1 とレ
ベル 3 のバランスにより改善対象か否かが決まると考える．具体的には，レベル 3 の重み
3x を 1.0，レベル 2 の重み 2x を 0 とし，レベル 1 の重みのみを未知数として判別効率を最
大化する．以下 1)～6)により手順を説明する． 
1)重み値 1x をある値に設定する． 
2)ある組織について，業務規準レベルのデータを入力として評価点 iPを計算する．評価
点が最小となるフェーズを不良フェーズとする．フェーズ 1～3 に対して 1(不良フェ
ーズの識別値)／0(良好フェーズの識別値)を付与する． 













1x 02 =x 13 =x（判別係数）
フェーズ i
図 2.8 評価点計算の重み値 
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5)複数の組織について上記 2)～4)を実施し，不良フェーズが正解となった組織数をカウ
ントする． 
6) 重み値 1x を変更して上記 1)～5)を繰り返し，5)で正解となる組織数が最も大きくなる
重み値 1x を選定する(以降， 1x を判別係数と呼ぶ)． 
(3.2)実行度によるレベル別項目数の補正処理 
次に，以上で説明した数値評価の計算に実行度の影響を考慮する方法について説明する．
表 2.3 で定義した実行度は表 2.2 の業務規準レベルとは異なり，レベル 5 とレベル 0 の状
態が明確である．即ち，業務規準に記載された全ての項目を実行している場合がレベル 5
であり，全く実行していない場合がレベル 0 である．また，表 2.3 の基準は具体的である
ため，順序の入れ替えや判断の差が生じる可能性は少ない．このため，表 2.3 の評価基準
を比率尺度と見なして以降の議論を進める．具体的には，レベル 0 の実行度を 0，レベル
5 の実行度を 1.0 とし，レベル間で実行度を等分して割り当てる． 




ズ iの組織実行度 iR と呼ぶ． 
ここで，組織実行度の低下は，業務規準レベルの低下と見なすことができる．例えば，
10 項目が定義されている規準を 70%の組織実行度で運用した場合，7 項目しか定義されて
いないケースと同等と見なせる．従って，実行度が低下することによるペナルティーを業
務規準の数値評価に考慮するため，次の計算操作を行う．「組織実行度 iR のとき，あるレ
ベルの評価項目数 ila から( iR−1 ) ila を減じ，同数を 1 つ下のレベルの評価項目数 1−ila に
加算する．」具体的には，レベル 3 の項目数の内，割合 iR−1 をレベル 2 の項目数に，レベ
ル 2 の項目数の内，割合 iR−1 をレベル 1 の項目数に置き換える．実行度の影響を考慮し
たレベル別項目数を 1ˆ ia ， 2ˆ ia ， 3ˆ ia とする(補正後レベル別項目数と呼ぶ)． 
(3.3)不良フェーズの抽出 
1)業務規準レベルのデータを入力として，上記(3.2)の手続きにより補正後レベル別項目
数 1ˆ ia ， 2ˆ ia ， 3ˆ ia を計算する． 
2)教示で求めた判別係数 1x を用いて評価点 iPを計算する． 
3)評価点が最小となるフェーズを不良フェーズとする．フェーズ 1～3 に対して 1(不良
フェーズの識別値)／0(良好フェーズの識別値)を付与する． 
  24 
(3.4)不良要因の抽出 
1)上記(3.3)の手続きに従って不良フェーズを抽出する(1 回目)． 
2)不良フェーズのみ組織実行度 iR =1 として，再度，(3.3)の手続きに従って不良フェー
ズを抽出する(2 回目)． 








結果，不良フェーズデータ，不良要因データ)を用いて判別係数 1x を計算する． 
まず，フェーズ i ( i =1, 2, 3)の業務品質 iPを次式により定義する． 
iP＝ 1ˆ ia 1x + 2ˆ ia 2x + 3ˆ ia 3x                  (2.1) 
ただし， 1ˆ ia + 2ˆ ia + 3ˆ ia =1 
2x =0， 3x =1 
ここで，補正後レベル別項目数 1ˆ ia ， 2ˆ ia ， 3ˆ ia は，レベル別項目数 1ia ， 2ia ， 3ia を実行度
で補正したものであり，次式で得られる． 




a 3                         (2.2) 












⎧ −+ )1(32                 (2.3) 
1ˆ ia = 32 ˆˆ1 ii aa −−                      (2.4) 











                      (2.5) 
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ここで， pN は実行度を評価したプロジェクト数， ijR はプロジェクト jのフェーズ iにお
ける実行度の平均値， njr はプロジェクト jの評価項目 nにおける実行度である． 
以上の前提の下に， tN 個の組織から収集した教示データを用いて判別効率Dを最大と







   →Max                   (2.6) 
 








{ })min( ie Pii =  
ここで， tN は教示データ数， kc は判別値(正解を 1，不正解を 0 とする)， ei は業務品質か




行レベルのデータを元に，不良フェーズ iIp (1 が不良フェーズ，0 が良好フェーズ)，不良
















                     (2.8) 
ただし，フェーズ =i 1, 2, 3 である． eiˆ は次式で得られる不良フェーズであり，先に ei と
して求まった不良フェーズにおいて組織実行度 iR =1 として再計算した結果である． 
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{ })ˆmin(ˆ ie Pii =                    (2.9) 



















































計開発フェーズの 3 カテゴリ)からなる． 


























図 2.9 評価手順 
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15-fold cross-validation 評価[75]を行う．教示により判別係数 1x を決定し，1 組織に
ついて改善対象(不良フェーズと不良要因)を抽出し，正解データと比較する．これを
16 回繰り返す．判別係数 1x は 0 から 10− までの間を 0.1 刻みで変更し，最適な値を
選定する．提案方式を，実行度により不良フェーズを抽出する方式，提案方式におい








表 2.4 に不良フェーズの抽出結果を示す．縦方向は A～P の 16 組織である．横方向に，
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表 2.4 不良フェーズの抽出結果 
P 実行度 差 T N P 評価点 差 T N P 評価点 差 T N
1 0.73 0.00 1 1 1 -1.21 0.00 1 1 1 -2.31 0.00 1 1
A 3 0.88 0.15 0 1 3 -0.20 1.01 0 1 3 -0.16 2.15 0 1
2 0.95 0.07 0 0 2 0.65 0.85 0 0 2 0.73 0.89 0 0
1 0.72 0.00 1 1 1 -0.08 0.00 1 1 3 0.42 0.00 0 1
B 2 0.82 0.10 0 1 3 0.18 0.25 0 1 1 0.46 0.04 1 0
3 0.87 0.05 0 0 2 0.22 0.04 0 0 2 0.55 0.08 0 1
1 0.74 0.00 1 1 1 0.41 0.00 1 1 3 0.79 0.00 0 1
C 2 0.80 0.06 0 1 2 0.50 0.09 0 1 2 0.82 0.03 0 1
3 0.84 0.04 0 0 3 0.54 0.03 0 0 1 0.85 0.03 1 0
3 0.84 0.00 1 1 3 -0.38 0.00 1 1 3 -0.95 0.00 1 1
D 1 0.86 0.02 1 0 1 -0.14 0.25 1 0 1 0.15 1.10 1 1
2 1.00 0.14 0 1 2 0.18 0.32 0 1 2 0.18 0.03 0 0
1 0.85 0.00 1 1 1 -0.16 0.00 1 1 2 0.09 0.00 0 1
E 3 0.97 0.12 0 1 2 0.07 0.23 0 1 1 0.15 0.06 1 0
2 0.99 0.02 0 0 3 0.26 0.19 0 0 3 0.32 0.16 0 1
1 0.71 0.00 1 1 1 -1.12 0.00 1 1 1 -1.85 0.00 1 1
F 3 0.89 0.18 0 1 2 -0.54 0.58 0 1 2 -1.09 0.76 0 1
2 0.92 0.03 0 0 3 -0.45 0.10 0 0 3 -0.63 0.46 0 0
1 0.74 0.00 1 1 1 -0.04 0.00 1 1 3 0.32 0.00 0 1
G 2 0.93 0.19 0 1 3 0.19 0.22 0 0 1 0.46 0.15 1 1
3 0.93 0.00 0 0 2 0.43 0.25 0 1 2 0.55 0.08 0 0
1 0.88 0.00 0 1 3 -0.09 0.00 1 1 3 -0.42 0.00 1 1
H 3 0.96 0.08 1 1 2 0.13 0.21 0 0 2 0.18 0.60 0 1
2 0.97 0.01 0 0 1 0.59 0.46 0 1 1 0.77 0.59 0 0
1 0.91 0.00 1 1 3 -0.29 0.00 0 1 3 -1.05 0.00 0 1
I 2 0.94 0.03 0 0 2 0.06 0.35 0 0 2 0.18 1.23 0 1
3 0.98 0.04 0 1 1 0.64 0.58 1 1 1 0.77 0.59 1 0
1 0.85 0.00 1 1 1 -0.44 0.00 1 1 1 -0.77 0.00 1 1
J 2 0.90 0.05 0 1 3 -0.24 0.20 0 0 3 -0.32 0.45 0 0
3 0.94 0.04 0 0 2 0.18 0.42 0 1 2 0.36 0.68 0 1
3 0.86 0.00 0 1 1 -0.22 0.00 1 1 1 0.00 0.00 1 1
K 1 0.90 0.04 1 0 3 -0.19 0.03 0 0 2 0.00 0.00 0 0
2 0.98 0.08 0 1 2 -0.04 0.15 0 1 3 0.11 0.11 0 1
3 0.83 0.00 0 1 1 -0.25 0.00 1 1 1 0.00 0.00 1 1
L 1 0.90 0.07 1 1 3 -0.24 0.01 0 0 2 0.00 0.00 0 0
2 0.96 0.06 0 0 2 -0.10 0.14 0 1 3 0.16 0.16 0 1
1 0.90 0.00 0 1 3 -0.82 0.00 1 1 3 -1.90 0.00 1 1
M 3 0.92 0.02 1 0 1 -0.68 0.14 0 0 1 -1.39 0.51 0 0
2 0.96 0.04 0 1 2 -0.09 0.59 0 1 2 0.00 1.39 0 1
1 0.83 0.00 1 1 1 -0.20 0.00 1 1 1 -0.59 0.00 1 1
N 2 0.90 0.07 0 1 2 -0.18 0.02 0 0 2 0.00 0.59 0 1
3 0.96 0.06 0 0 3 0.15 0.33 0 1 3 0.21 0.21 0 0
2 0.91 0.00 0 1 3 -0.52 0.00 1 1 3 -1.26 0.00 1 1
O 1 0.94 0.03 0 0 2 0.00 0.52 0 1 2 0.18 1.45 0 1
3 0.97 0.03 1 1 1 0.36 0.36 0 0 1 0.46 0.28 0 0
3 0.89 0.00 1 1 3 -0.01 0.00 1 1 2 0.18 0.00 0 1
P 1 0.93 0.04 0 0 2 0.18 0.19 0 1 3 0.21 0.03 1 0
2 1.00 0.07 0 1 1 0.34 0.16 0 0 1 0.46 0.25 0 1
実行度による抽出 提案方式 提案方式で実行度考慮せず
組織
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表 2.5 に不良要因の抽出結果を示す．縦方向は A～P の 16 組織である．横方向に，1 回
目と 2 回目の不良フェーズの抽出結果を並べて表示している．「P」列と「T」列は表 2.4


















次に，教示結果を図 2.10 に示す．図は，判別係数 1x の値と式(2.6)の判別効率の関係で
ある．横軸の判別係数 1x は 0 から 10− まで 0.1 刻みで変化させている．縦軸は判別効率(教
示において正解した組織数)であり，図は組織 A を除いた 15-fold cross-validation 評価に
おける教示結果である．図より，判別係数 1x が 0 から減少するに従い正解数が増加し，
7.1− から 7.2− の範囲で最大値 14 となり， 7.2− からは減少した後，一定値となってい
る．グラフにピーク値が出現していることから，教示により最適な条件が得られているこ
とがわかる．改善対象の抽出に使用する判別係数 1x は判別効率がピーク値をとる範囲の中
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表 2.5 不良要因の抽出結果 
1 1 1 1
A 3 0 3 0 1 1
2 0 2 0
1 1 3 0
B 3 0 2 0 0 1
2 0 1 1
1 1 2 0
C 2 0 3 0 0 0
3 0 1 1
3 1 3 1
D 1 1 1 1 1 1
2 0 2 0
1 1 2 0
E 2 0 1 1 0 2
3 0 3 0
1 1 1 1
F 2 0 2 0 1 1
3 0 3 0
1 1 3 0
G 3 0 2 0 0 0
2 0 1 1
3 1 3 1
H 2 0 2 0 1 0
1 0 1 0
3 0 2 0
I 2 0 3 0 0 0
1 1 1 1
1 1 3 0
J 3 0 1 1 0 0
2 0 2 0
1 1 3 0
K 3 0 2 0 0 0
2 0 1 1
1 1 3 0
L 3 0 2 0 0 1
2 0 1 1
3 1 3 1
M 1 0 1 0 1 1
2 0 2 0
1 1 2 0
N 2 0 1 1 0 0
3 0 3 0
3 1 3 1
O 2 0 2 0 1 1
1 0 1 0
3 1 2 0
P 2 0 3 1 0 0




P T P T
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適合率 0.55 (12/22) 0.64 (16/25) 0.43 (10/23)
再現率 0.71 (12/17) 0.94 (16/17) 0.59 (10/17)
F値 0.62 0.76 0.50
適合率 0.67 (10/15) 0.92 (11/12) 0.67 (6/9)
再現率 0.83 (10/12) 0.92 (11/12) 0.50 (6/12)
F値 0.74 0.92 0.57
適合率 0.00 (0/2) 0.00 (0/3) 0.00 (0/4)
再現率 - (0/0) - (0/0) - (0/0)
F値 - - -
適合率 0.40 (2/5) 0.50 (5/10) 0.40 (4/10)
再現率 0.40 (2/5) 1.00 (5/5) 0.80 (4/5)
F値 0.40 0.67 0.53
適合率 - 0.75 (12/16) -
再現率 - 0.75 (12/16) -
F値 - 0.75 -
適合率 - 0.71 (5/7) -
再現率 - 0.56 (5/9) -
F値 - 0.63 -
適合率 - 0.78 (7/9) -
再現率 - 1.00 (7/7) -























































図 2.10 判別係数 1x の値と判別効率(正解した組織数)の関係 





























図 2.11 提案方式を業務改善に活用する方法 



























2.4 節で説明した 16 の組織に対して，(1)で説明した業務評価ツールを適用し，図 2.11
で説明した改善手順に基づき業務改善活動を推進した．従来，それぞれ個別に実施されて
いた業務規準の評価と実行度の評価を，評価ツールを用いて組み合わせて実施した．この
結果，業務改善の従事者から，改善すべき問題に対するアプローチを 2 者択一で検討でき 

























































図 2.12 業務評価ツールの入出力 
 
 
図 2.13 業務評価ツールの適用結果の例 
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3.2 BTO 製品における部品出荷数の予測問題 
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を選定し，これを組み合わせて製品構成を決定する．例えば，製品 A は，部品グループ 1





































図 3.1 BTO 製品の構成 





























図 3.3 在庫手持ち期間短縮の必要性 


































図 3.4 短期予測による効果 
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このため，太線で示す k期の出荷数を予測することにより， k期末の在庫量を正確に把握
することができる． 1+k 期前半は k期と近接しているため同一ペースで在庫消費が進むと
仮定すれば， 1+k 期後半に適切な在庫レベルを維持するために， 1+k 期中に補充すべき
部品の発注量を予測結果から正確に把握することができる．以上をまとめると， 1−k 期末
に k期中の部品出荷数を予測できれば，同時期に発注する発注数をコントロールすること



















図 3.5 予測対象 















見積情報を図 3.6 に示す．図 3.2 で説明したように，企業の営業担当者は顧客から仕様
 
見積書顧客名:XXX




























図 3.6 見積情報 
























図 3.7 見積数と出荷数の関係 

































図 3.8 ノイズ要因 
















































































図 3.9 受注プロセスにおける予測方式の位置づけ 














υ                     (3.1) 
ただし， ky は k期の出荷数， iku − は ik − 期の見積数，係数{ }ix は見積数を出荷数に変換
する受注確率である．受注確率は時間遅れ iの関数であり，時間遅れの最大値を次数 nと
する．また， kυ は出荷数の集計誤差(ノイズ)である．このとき，受注確率{ }ix が得られれ
ば，過去の ik − 期の見積数を式(3.1)に入力することにより k期の出荷数が予測できる．た
だし，同式において部品種類を表す添字は省略している(以降の式においても同様)．また，
0<− ik のとき 0=−iku とする． 
(3)カルマンフィルタを応用した定式化 










kkk ωxx +=+1                       (3.2) 
kkkky υ+= xH                       (3.3) 
ただし， kx は k期の受注確率， kω は受注確率のノイズ， ky は出荷数， kH は見積数， kυ
は出荷数のノイズである．見積作成から出荷までの遅れ時間の最大値を nとすると，受注
  51 
確率 kx ，受注確率のノイズ kω ，見積数 kH は以下の式で定義される．ただし，T は転置
記号である． 
[ ]Tnk kxkx )(,),(1 ･･････=x                 (3.4) 
[ ]Tnk kk )(,),(1 ωω ･･････=ω                 (3.5) 
[ ]nkkk uu −−= ,,1 ･･････H                   (3.6) 
ここで，3.3.1 節で説明した理由により，出荷数のノイズ kυ は平均値 0，分散 2υσ の，受注
確率のノイズ kω は平均値ベクトル n0 ，共分散行列 nn×I
2
ωσ ( nn×I は nn× の単位行列)の正規分
布を仮定する．以下，^は推定値であることを示す記号である． 
まず，緩やかな変動と見なせる受注確率は，短い期間である 1−k 期から k期の間には保
存されると仮定する． 









ˆ −− kkP kkPˆ･･･
1−kK kK










図 3.11 計算手順 
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次に，k期の出荷数 ky が得られた後の受注確率の推定値 |kkxˆ は，出荷数が得られる前の
受注確率の推定値 1|ˆ −kkx に対して，出荷数と予測数の誤差 ( )1|kkkk xHy −− ˆ に係数 kK を乗じ
た項を補正して得られると考える． 
( )1|1|| ˆˆˆ −− −+= kkkkkkkkk y xHKxx              (3.8) 
ここで，式(3.3)の出荷数の集計誤差 kυ は平均処理を行うことにより正負の分布が打ち消し
合いゼロとなっている．係数 kK はカルマンゲインと呼ばれ，受注確率の推定誤差 kkk |xˆx −
を要素に持つ共分散行列 kk |P の最小化計算を行うことにより，以下の式で与えられる． 
( ) 11|1| ˆ1ˆ −−− += TkkkkTkkkk HPHHPK              (3.9) 
ここで，共分散行列 1|







×−−− += IPP 111 ˆˆ                  (3.10) 
また，次期予測に備えて観測値 kH に基づき共分散行列 kk |Pˆ を更新する． 
1|1||
ˆˆˆ −− −= kkkkkkkk PHKPP                 (3.11) 
ただし， 2|| ˆˆ υσkkkk ΣP = において nn×−− = IP 201|1ˆ υσε ， 00 >ε とした． 
以上，式(3.7)～(3.11)を逐次計算することにより受注確率の推定値 1|ˆ −kkx が得られ， 1−k








1| ˆˆˆ xH                 (3.12) 
最後に，カルマンゲイン kK と出荷数の集計誤差 kυ および受注確率のノイズ kω の関係に
ついて説明する．出荷数の集計誤差 kυ が充分小さいとき(分散 2υσ →0)，出荷数が信用でき
るため式(3.8)において出荷数 ky のみを用いて推定することが望ましい．このとき式(3.9)
は
1−= kk HK に近付き，式(3.8)は受注確率を出荷数 ky のみを用いて推定する場合に一致
する． 




−= Hx                       (3.13) 
一方，出荷数の集計誤差 kυ が大きく事前推定の精度が高い場合(分散 2ωσ →0)，式(3.9)は
0=kK に近づき，式(3.8)は 0=kK として事前推定を行うケースに一致する． 
1|| ˆˆ −= kkkk xx                        (3.14) 








提案方式を BTO 製品の実データを用いて評価する．ある期までの見積数 1−ku と出荷数
1−ky から次期の出荷数 ky を予測する短期予測を行う．評価条件を表 3.1 に示す．ある製品
において出荷数の多い 78 種類の部品を対象とする．評価に用いた製品は，ほぼ全ての商




ら最初の 5 期を収束期間とし，それ以降の期間において予測誤差を評価する． 
 






















                  (3.15) 
ただし，出荷数 ky がある程度以上の大きさがある，統計的に有意な期間で評価を行う．本

















R   ， 1>m             (3.16) 
一般に，需要予測が有用となるための平均絶対誤差率M は 20%未満であり，実用上許
容できる範囲は 30%未満との報告がある[88]．このため，評価においては平均絶対誤差率








11 ˆ)1(ˆ −− ⋅−+⋅= kkk yyy αα                 (3.17) 
次に，カルマンフィルタを用いることの有効性を確認するため，先行指標は用いるがフ
ィルタを採用せず次式により予測した結果と比較する(フィルタ無しと呼ぶ)．具体的には，
1−k 期において 1−k 期の出荷数 1−ky と pk −−1 期の見積数 pku −−1 の比を求め， pk − 期の見積











1ˆ                     (3.18) 





式と 2 通りの従来方式を比較している．部品種類数の 64%(=(7+27+16)/78)を占める平均
変化率Rが 0.4 以下の範囲について平均絶対誤差率の平均値M を見ると，従来方式 1(指
数平滑法)が実用上許容できる 30%を超える 35.8%，従来方式 2(フィルタ無し)も 33.2%で
あるのに対して，提案方式は 30%未満となっている．さらに，平均絶対誤差率の最大値




表 3.2 の平均変化率Rと平均絶対誤差率の平均値M の関係を図 3.12 に示す．プロット
の横軸の位置は，表 3.2 の平均変化率の範囲に属する部品種類の平均値である．図につい
て考察すると，各方式ではRが増加して出荷数 ky の変化の度合いが大きくなるほどM が
増加する．実用上許容できる誤差である 30%との関係を見ると，従来方式(指数平滑法と
フィルタ無し)は =R 0.3 の左側でM が 30%を越えている．これに対して提案方式は，M
が 30%を越える位置が 0.1 程度右側にシフトした =R 0.4 付近である上，全般に従来方式
に比べてM が 5～10%程度低い．このため，提案方式は従来方式よりも不規則な変化に対
 













～0.2 7 21.8 20.4 24.4 25.1 30.3 34.0
～0.3 27 23.2 26.0 29.8 26.9 56.8 41.3
～0.4 16 28.2 35.8 33.2 32.0 60.2 56.0
～0.5 19 34.3 40.2 40.9 40.1 63.8 61.1
～0.6 9 41.5 45.9 44.4 48.0 63.3 63.2








  56 
する予測精度が優れており，平均変化率が 0.4 以下の範囲においては実用上許容できる性
能が得られている． 
 予測結果の波形を図 3.13 と図 3.14 に示す．図 3.13 は図 3.5 と同じ部品(部品 A)につい
て予測した結果であり，図3.14は別の部品(部品B)の予測結果である．各図は(a)提案方式，
(b)従来方式 1(指数平滑法)，(c)従来方式 2(フィルタ無し)について出荷数と予測数を重ねて
表示している．図 3.13 の(b)従来方式 1(指数平滑法)は，出荷数に対してほぼ 1 期遅れて変
化に追従しているため，変化率が大きな製品ライフサイクルの立ち上がりと立ち下がりの







に見積数の縦軸を縮小して重ねた図 3.7 と図 3.13(a)を比べると，前者では時期によってば
らついている見積数と出荷数の間の関係(ピーク位置の高さや間隔)が後者では適切に補正
されている．図 3.14 についても図 3.13 と同じ傾向があり，(a)提案方式(M =28.1%)は(b)



























図 3.12 評価結果 
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予測数 ( = 20.0%)M
(a)提案方式 
 






予測数 ( = 23.6%)M
(b)従来方式 1(指数平滑法) 
 






予測数 ( = 23.8%)M
(c)従来方式 2(フィルタ無し) 
図 3.13 予測結果の波形(部品 A) 
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予測数 ( = 28.1%)M
(a)従来方式 
 






予測数 ( = 36.7%)M
(b)従来方式 1(指数平滑法) 
 






予測数 ( = 43.1%)M
(c)従来方式 2(フィルタ無し) 
図 3.14 予測結果の波形(部品 B) 
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最後に，評価に用いたデータの受注確率ノイズ について説明する．予測計算の結果から
時間遅れの次数(n =3)毎に受注確率を計算し，正規分布であることの適合度を検定した．
この結果，それぞれの有意確率が 0.150(遅れ次数 i=1)，0.055( i=2)，0.091( i=3)となり，








評価を行う．まず，見積数 kH を ),(
2
uuN σ ，受注確率ノイズ kω を ),0( 2ωσN ，に従う正
規乱数の時系列データとして発生させ，これらを式(3.2)，(3.3)に代入して予測対象である
出荷数パターン ky を生成する．次に，先に発生させた見積数 kH と出荷数パターン ky を
入力として式(3.7)～(3.11)により受注確率 1|ˆ −kkx を推定し，式(3.12)により出荷数 kyˆ の予測
計算を行う．最後に，予測結果 kyˆ と出荷数パターン ky を比較して式(3.15)により平均絶対
誤差率M を計算する．以上の手続きを，正規乱数の分散 2uσ ， 2ωσ を変更して繰り返し実
行する．
2
uσ により出荷数パターン ky の変化の度合いを， 2ωσ により見積数と出荷数の相
関の度合いを調節できる．
2
uσ と 2ωσ を増加させた不利な条件において予測誤差を調査す
ることにより，提案方式の適用可能範囲を把握することができる． 
(2)シミュレーション条件 
表 3.3 にシミュレーション条件を示す．条件は前節で説明した BTO 製品のデータから
決定した．受注確率ノイズ kω の標準偏差 ωσ は，前記データから求めた平均値に基づき計
算範囲を設定した．表では受注確率の各期の平均値 ix で正規化した値として示す．シミュ
レーションでは，Rが表に示す範囲内で変化するように見積数 kH の標準偏差 uσ を調節す
る．また，評価期間mは 32 期であるが，1 期から 5 期までは予測計算で受注確率の初期
値を収束させる収束期間とし，6 期から 32 期までを予測誤差の評価期間とする．前節の
BTO 製品のデータを用いた評価において実用領域( %30<M )で良い結果を得た指数平滑
法を提案方式と比較する． 
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(3)シミュレーション結果と考察 
シミュレーション結果を図 3.15 に示す．図の(a)～(c)は，この順に受注確率ノイズ ixωσ
を増加させ，見積数と出荷数の相関の度合いを低下させている．図の横軸は平均変化率 R
であり，各図の右側ほど出荷数パターン ky の変化の度合いが大きくなっている．縦軸は出
荷数パターン ky と予測結果 kyˆ から求まる平均絶対誤差率の平均値M である．各図のプロ
ットは，ある条件に対して 1000 回予測計算を繰り返した結果の平均値である． 
図について考察すると，図(a)の指数平滑法では，平均変化率 Rが増加して出荷数パター
ン ky の変化の度合いが大きくなるほどM が増加し， =R 0.4 付近でM が 30%を越えてい
る．図(b)(c)もほぼ同様である．これに対して図(a)の提案方式は，M が 30%を越える位置
が 0.1 程度右側にシフトした =R 0.5 付近である上， =R 0.2～0.4 では指数平滑法に比べ
てM が 5～10%程度低い．図(b)(c)では，受注確率ノイズ ixωσ が増加して見積数と出荷
数の相関の度合いが低下するのに伴い，M が 30%を超える位置が左側にシフトして指数
平滑法とのM の差も減少している．また，図(b)を例に提案方式と指数平滑法の関係を考
察すると， =R 0.2 付近では出荷数の変化の度合いが小さいため両者の差はほとんど無く，
Rの増加に従い両者の差が広がり =R 0.45 付近で両者の関係が逆転する．これは，平均変
化率 Rが大きな場合，提案方式を用いて予測対象の変化に追従するよりは，指数平滑法を
用いて近傍の平均値を予測値とする方が良い結果が得られることを意味している．すなわ
ち，図(b)(c)のように受注確率ノイズ ixωσ が 0.15 を超えて，かつ平均変化率Rが 0.4 を
超える条件では提案方式は従来方式に劣り，適用限界が存在する． 
 


























































































(c) ノイズレベル大 ( 20.0=ixωσ ) 
図 3.15 シミュレーション結果 
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次に，提案方式と指数平滑法の関係に着目して，前節で報告した実データを用いた評価
結果とシミュレーション結果の関係を考察する．実データを用いた評価結果である図 3.12
のRが 0.35 より左側はシミュレーション結果である図 3.15(b)に，図 3.12 のRが 0.35 よ
り右側は図 3.15(a)に類似している．これは，部品種類によって受注確率ノイズ ixωσ に
偏りが存在することを意味する．また，同じ平均変化率 RにおけるM に着目すると，図




















荷数を予測する特徴を持つ．具体例として，BTO 製品の 78 種類の部品の出荷数を予測す
る問題に適用し，平均変化率Rが 0.4 以下の変化を有する出荷数を平均絶対誤差率 28.2%
と実用上許容できる精度で予測可能であることを示した．また，シミュレーションデータ
により，提案方式の予測精度が受注生産システムが有する受注確率のノイズおよび予測対
象の変化率に依存することを示し，受注確率ノイズ ixωσ が 0.15 を超えて，かつ平均変
化率Rが 0.4 を超える条件では，提案方式は従来方式に劣り適用限界が存在することを明
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らかにした． 
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4.2 BTO 製品における在庫消費の偏り問題 









と同じ製品種類であり，縦方向は部品種類である．BTO 製品では，図 3.1 を用いて説明し
たように，製品仕様と部品種類が一対一に対応しており，各部品グループ ipg から部品 ijp
を 1 種類ずつ選定することにより，製品仕様が決定する．例えば製品 Aでは部品グループ





























1     0     0     2    0    0
0     1     0     0    2    0
0     0     1     0    0    2
1     1     1     0    0    0
0     0     0     1    1    1










(b) (c) (d) (e)
図 4.1 製品出荷数と部品過不足数の関係 


































図 4.2 BTO 製品における仕様の代替性 
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この特徴を，図 4.1 に示す製品出荷数と部品過不足数の関係に適用すると，ある顧客が
最初に提示する要求仕様(顧客仕様と呼ぶ)が部品グループ 1pg の部品 11p を搭載した製品
Aであった場合，仕様が近接した部品種類 12p への変更が許容されれば，代わりに製品Bを
販売できる．この結果，欠品している部品 11p の代わりに余剰している部品 12p を出荷でき
る．従って，個々の商談において，顧客仕様から乖離し過ぎることなく，できるだけ在庫
消費のバランスが有利となる部品を搭載した推奨構成を生成して推奨販売することができ



























図 4.3 受注プロセスにおける推奨販売の位置づけ 



























図 4.4 推奨販売により在庫消費を誘導する考え方 






























図 4.5 在庫消費のバランスの重要性 









4.6 として定義する．図の横軸は BTO 製品の部品グループ ipg で選択可能な仕様の並び{ }ijU を顧客仕様 0ijU を中心として表示している．BTO 製品では仕様と部品が一対一に対
応するため，部品グループ ipg で選択可能な部品の並び{ }ijp でもある．また，仕様の並び{ }ijU は，対応する部品の価格が図の左から右に単調増加するように並べてある． 
)()( 1 ijij UCUC ≥+                     (4.1) 
ここで，仕様 ijU に対応する部品の価格を )( ijUC とする．一方，縦軸の受注確率 )(_ ijir UP
は，顧客仕様
0ij








20 −ijU 10 −ijU 0ijU 10 +ijU 20 +ijU 30 +ijU
図 4.6 受注確率の定義 







次に，商談c (ある期間に発生したc回目の商談)における受注確率 crP _ を考える．BTO
製品は部品グループの間で互いに独立に仕様を変更できるため，仕様変更に伴う受注確率
の低下も互いに独立な事象と見なせる．従って，商談cで部品交換が同時に発生した場合









__                      (4.2) 








ppΔηΔ ・=xx                     (4.3) 







UCUCUCUP −−= ±± δδ α        (4.4) 
ただし， 0)(
0_
≥± jijir UP δ  
ここで， jδ は仕様の乖離量， )(
0_ jijir
UP δ± は製品仕様 jijU δ±0 における受注確率， )( 0 jijUC δ±
は推奨する部品価格， )(
0ij
UC は顧客仕様の部品価格， α は調整係数である．
)(
0 jij
UC δ± < )( 0ijUC の場合も受注確率が低下する理由は，価格と比例して性能が低下する
ことを仮定しているためである． 
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 (3)探索範囲の定義 
提案方式では，図 4.6 に示す探索範囲において代替仕様を探索する．探索範囲は顧客仕










                       (4.5) 
ここで部品グループ iの探索回数を ik ( ik 12 += jδ )とした． 












まず，図 4.1 で説明した製品構成を次式で定義する． 
),,(: _ ･･････ ijlijl pnS ⋅              (4.6) 
ここで，製品 l ),,2,1( sNl ･･･= の製品構成 lS を，各部品グループで選定された gN 個の
部品の集合として定義する． i番目の部品グループ ipg ( gNi ,,2,1 ･･･= )では， j番目の
部品種類 ijp  ( piNj ,,3,2,1 ･･･= )が選定される．また，各部品には部品表で定義され
ている製品 lへの搭載数 lijn _ を乗じる． 
提案する部品の在庫消費バランスの評価方式を図 4.7 に示す．図は部品種類数と同次元
の空間を 2 次元座標で説明したものである．図の横軸は部品 ijp の出荷数 ijN ，縦軸は部品
1+ijp の出荷数 1+ijN であり，各軸に出荷可能数(在庫数と同じ)を示す． 








場合，全ての在庫数を消費することが必要となる．図 4.7 では縦軸の部品 1+ijp が前者に，



















)|( 1 cSp lij ∈+








図 4.7 部品の在庫消費バランスの評価方式 
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(2) 消費数ベクトル 1−cN の定義 
消費数ベクトル 1−cN を，ある期間に発生した商談 1−c ),,2,1( cNc ･･･= までの各部
品 ijp の消費数 1_ −cijN を要素として定義する．図 4.7 において商談 1−c までに消費される
部品数は，原点を始点として各商談に対応して出荷される部品数のベクトル和となる． 
 
),,,,( 1_11_1_11 ･･････ −+−−−− = cijcijcijc NNNN        (4.8) 
ただし， ∑ −−− ⋅+=
l
cllijcijcij mnNN 1__2_1_  
ここで， 1_ −clm は商談 1−c における製品 lの出荷数である． 
(3) 推奨候補ベクトル kc _Nˆ の定義 
次に，商談 cにおけるk番目 ),,2,1( ckk ･･･= の推奨候補ベクトル kc _Nˆ を定義する．






),ˆ,(ˆ __ ･･････ cijkc N=N                  (4.9) 
ただし， ∑ ⋅+= −
l
cllijcrcijcij mnPNN ___1__ˆ  
(4) 不達成ベクトル kc _Dˆ の定義 
以上の準備を踏まえて，在庫消費の優先度を評価するための不達成ベクトル kc _Dˆ を定義
する．不達成ベクトルは，図 4.7 では目標ベクトルGと推奨候補ベクトル kc_Nˆ の差とし
て表記される．不達成ベクトルを最小化することにより，消費優先度を考慮した部品選定
が可能となる． 
),ˆ,(ˆ __ ･･････ cijijkc NG −=D               (4.10) 
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(5) 探索指標 1E ～ 3E の定義 
次に，式(4.10)で定義した不達成ベクトル kc _Dˆ が最小となる条件を探索し，推奨構成を
決定する方式を説明する．式(4.10)の不達成ベクトル kc _Dˆ を最小化するために，以下のよ


















GNGE /)ˆ(maxmin _3            (4.13) 
式(4.11)の 1E は不達成ベクトル kc _Dˆ の各要素を目標ベクトルGで重み付けした線形和の
最小化を図るものである．この場合，Gの要素が大きい部品の不達成の最小化が優先され，
多数在庫の消費に偏重して少数在庫の消費機会が減少する問題がある．また，式(4.12)の







探索処理は，商談 cでは最大 ck 通りとなるが，全ての部品グループで代替仕様を採用す
ると式(4.2)の関係により受注確率が微小な値となり，失注のリスクが大きくなる．このた




各部品グループで実施する ik 通りの探索において )(_ ijir UP =0の場合は探索範囲から除外
する． 
 










実験条件を表 4.1 に示す．部品グループ数 gN は 5，部品種類数の合計 pN は 59 である(各










表 4.1 実験条件 
探索範囲
式(4.4)により計算受注確率
1,769， 1,324， 1,667商談件数 (成熟期，衰退期，終息期)









k { }8.0)(| _ ≥ijir UPk　





下する．図では，受注確率の計算結果のうち，部品種類 4, 9, 17 が顧客仕様である場合の
3 条件の結果を表示している．各条件において，顧客仕様で受注確率が最大値 1.0 となり，
仕様が乖離するに従って降下している．ただし，推奨構成の生成に際しては，受注確率の
信頼度が低い範囲を除くため 1.0～0.8 の範囲のみを用い，0.8 を下回る領域はゼロとみな























(b) 受注確率の計算例              
図 4.8 部品価格に基づく受注確率の計算例 









評価指標は，欠品部品率 sR ，低消費部品率 lR ，平均在庫消費率 aR ，部品総数消費率 nR
とする．欠品部品率 sR とは，59 種類の部品の中で商談中に欠品を起こした割合であり，






































を設定することによる誤差(条件 2)の 2 種類を仮定する． 
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4.4.2 結果と考察 
(1)実験 1(従来方式との比較) 
提案方式と従来方式の比較結果を表 4.3～表 4.5，図 4.9，図 4.10 に示す． 
表 4.3 は製品ライフサイクルの成熟期，表 4.4 は衰退期，表 4.5 は終息期に対する結果
である．各表では，部品在庫を消費する 3 つの方式(商談データの部品所要台数，従来方式，
提案方式)を，4 つの評価指標(欠品部品率 sR ，低消費部品率 lR ，平均在庫消費率 aR ，部
品総数消費率 nR )により比較している． 




図 4.10 は表 4.3～表 4.5 に対応したシミュレーションデータである．59 種部品の中で，






まず，成熟期について，表 4.3，図 4.9(a)，図 4.10(a)を用いて説明する．図 4.9(a)では，
いずれの条件においても横軸の中央に分布の山があり，良好な消費状態にある．特に，提
案方式は，中央の山が高く，より好ましい分布となっている．これは，図 4.10(a)において，






次に，終息期について，表 4.5，図 4.9(c)，図 4.10(c)を用いて説明する．図 4.9(c)では，
商談データで多数の欠品が生じているが，従来方式や提案方式で推奨販売を行うことで解
消できている．ただし，左側の欠品の山が右側へ移動しているだけで，在庫が逼迫してい
る状況は変わらない．図 4.10(c)においても，ほとんどの部品で在庫を消費し尽くしており，  
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sR lR aR nR方式
評価指標
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評価指標































































図 4.9 平均在庫消費率に対する部品種類数のヒストグラム(従来方式との比較) 
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図 4.10 シミュレーションデータ(従来方式との比較) 
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本章が狙いとする余剰と逼迫を相殺した消費バランスの改善ができる余地は少ない．この
結果，表 4.5 の商談データの評価指標は，欠品部品率 sR が大幅に改善できているが，他の
評価指標は改善が見られず，従来方式と提案方式も差が見られない． 
最後に，衰退期について，表 4.4，図 4.9(b)，図 4.10(b)を用いて説明する．図 4.9(b)で
は，商談データや従来方式で生じている欠品が，提案方式により解消できている．図 4.10(b)






























































図 4.11 目標不達成率と欠品部品率の推移(衰退期) 
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表 4.6 は，衰退期のデータを用いて，探索指標 1E ～ 3E を比較している．図 4.12 は 59
種部品の平均在庫消費率 aR に対するヒストグラムである．図 4.13 はシミュレーションデ
ータであり，図 4.10 と同じ 19 種部品について左から順に在庫数， 1E ～ 3E の出荷数を表
示している．表 4.6 において，探索指標 1E は低消費部品率 lR が 6.8%と他の探索指標より
大きい．これは，図 4.13 に示すように，在庫数が多い部品の消費を優先するため，在庫数
が少ない部品の消費機会が減少しているためである．例えば，在庫数が多い部品種類 3, 12, 
14 では，探索指標 1E の出荷数が最も多い一方，在庫数が少ない部品種類 10, 13, 15 では
最も少ない．探索指標 2E は，表 4.6 では探索指標 3E と同様に欠品部品率 sR ，低消費部品
率 lR がセロである上に，平均在庫消費率 aR が 80.1％と 3 指標の中で最も良い．しかし，
図 4.12 において，平均在庫消費率 aR が 100%の部品の比率が他の探索指標に比べて極端
に多い．これは，図 4.13 に示すように在庫数が少ない部品の消費を優先し，在庫の逼迫を
加速させるためである．例えば，在庫数が少ない部品種類 5, 6, 7, 10, 13 では探索指標 2E
の出荷数が最も多い．このように,図 4.12 右側の平均在庫消費率 aR が 100%の部品種類数
の内訳は，在庫数が少ない部品に集中しており，欠品リスクが高くなる．これに対し，探
索指標 3E は，表 4.6 の平均在庫消費率 aR は探索指標 2E に劣るが，図 4.12 では欠品およ
び在庫消費率が低い部品がない上，平均在庫消費率 100%の部品種類数も探索指標 2E ほど 
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図 4.12 平均在庫消費率に対する部品種類数のヒストグラム(探索指標の比較結果) 
 









図 4.13 シミュレーションデータ(探索指標の比較結果) 
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sR lR aR nR受注確率
評価指標
0.1)( 10 =±ijri UP　
0.1)( 20 =±ijri UP　
0.1)( 30 =±ijri UP　
多くない．ヒストグラムが図の中央に分布しており，バランス良い在庫の消費状態にある




2 種類の条件について，衰退期のデータを用いて評価した．結果を，表 4.7 および表 4.8
に示す． 
条件 1 として，受注確率の真値に対して正規分布に従う誤差をランダムに加算した受注
確率を用いて推奨構成を生成する．受注確率は，図 4.6 に示すように顧客仕様が最大値 1.0
となる凸関数であるため，この条件を満たす範囲でランダムな誤差を加算する．誤差の分
  90 
布は，N(0, 0.12)，N(0, 0.22)，N(0, 0.32)の 3 通りとする．受注確率に誤差を加算し，商談
において推奨販売を行うことを 100 回繰り返し，在庫消費率の平均値を求める．この結果
と，受注確率の真値を用いた推奨構成を販売した結果との間で，平均在庫消費率を比較す
る．結果を表 4.7 に示す．表に示すように，平均在庫消費率 aR ならびに部品総数消費率 nR
はほとんど変化していない． 
条件 2として，受注確率の設定を均一とした場合の誤差の影響を評価した．具体的には，
図 4.6 の受注確率のグラフにおいて，顧客仕様の近傍の仕様で受注確率を一定( irP _ =1.0)
とし，他の仕様では受注確率をゼロとした．近傍の条件として顧客仕様からの乖離量を
3,2,1=jδ として評価した．結果を表 4.8 に示す．表より， 3=jδ では低消費部品率 lR が
上昇するとともに平均在庫消費率 aR ならびに部品総数消費率 nR が減少し，平均在庫消費




率を，顧客仕様の近傍で幅の広い矩形関数とした場合，表 4.8 の乖離量 3=jδ の結果から
わかるように提案方式は正しく機能しない．この理由として，提案方式は商談において欠
品が発生しない段階から先行的に推奨販売を行うことで欠品を未然に防止しているが，乖
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出荷数を予測する特徴を持つ．具体例として，BTO 製品の 78 種類の部品の出荷数を予測
する問題に適用し，平均変化率 が 0.4 以下の変化を有する出荷数を平均絶対誤差率 28.2%
と実用上許容できる精度で予測可能であることを示した．また，シミュレーションデータ
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